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 平成 22 年度事業所訪問  

 

     目 的 ： 人権問題と公正な採用が維持されるよう啓発するとともに、事業

所の経営や雇用状況等を聞取り、セーフティネットなどの各種優

遇制度を案内し、経営の安定や雇用の維持の支援を図る。 

     対 象 ： 町内事業所（７６社） 

           ※町内において常時雇用している従業員（関係協力業者を含む）

の数が概ね１５人以上の事業所・商工会・漁協・金融機関 

     期 間 ： 平成２２年１０月１２日（火）～１１月２日（火） 

 

 

 平成 22 年度事業所人権問題研修会  

 

     日 時 ： １１月８日（月） １３：３０～ 

     場 所 ： 明和町人権センター 多目的室 

     講 師 ： 法務省津保護監察所 処遇部門 統括保護監察官 加納 里史 

    演 題 ： 「就労支援事業について」 

    対 象 ： 訪問事業所ほか町内事業所（町指名登録事業所等） 

     

 

 

 ＜お問合せ先＞ 

   明和町 産業課 企業誘致商工観光係  Tel：0596－52－7138 

                      Fax：0596－52－7136 

              E-mail：sangyou@town.mie-meiwa.lg.jp 

 

 

 

 

 


